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サイバーポートの目的・全体像

サイバーポートとは、下記の３分野の情報を一体的に取り扱うデータプラットフォームであり、相互のデータ連携を可能にする。

①港湾物流分野：民間事業者間の港湾物流手続 ②港湾管理分野：港湾管理者の行政手続や調査・統計業務
③港湾インフラ分野：港湾の計画から維持管理までのインフラ情報

サイバーポートの導入目的

• 現状、紙、電話、メール等で行われている港湾関係者間のやり取りを電子化し、港湾を取り巻く様々な情報が
相互に繋がる環境を構築し、港湾全体の生産性向上を図る。

サイバーポートの全体像

入出港関連手続
港湾施設関連手続等

②港湾管理分野

港湾管理者手続の電子化、
調査・統計業務の効率化

を実現
港湾に係る統計調査
（港湾調査等）

①港湾物流分野

施設整備
（設計・施工等）

港湾計画

維持管理

港湾台帳

港湾施設のライフサイクル各段階で得られる情報を電子化・
一元管理を行い、効率的なアセットマネジメントを実現

③港湾インフラ分野

利用情報

相互に情報連携

コンテナ貨物に関する民間事業者の手続を電子化し、
効率的な物流を実現

（別紙）
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• 港湾管理者に対する行政手続や港湾調査に係る業務を電子化・標準化し、港湾関係者の業務負荷を軽減し、
港湾統計の正確性・迅速性向上やデータに基づく港湾政策立案を実現。

• 各システムで収集したデータは国土交通省の全職員が利用可能となる。※１

入出港関連手続：NACCS機能改善
（入出港届、係留施設使用許可申請）

①事前
調整

②申請
/ 許可

③入港
/シフト

④実績
報告

空き状況を
電話確認
→電子化が
進まない

その他港湾管理者手続：サイバーポート（手続）構築
（港湾施設、港湾区域、臨港地区関連申請等）

調査・統計業務：サイバーポート（調査・統計）
（港湾調査等）※２

申請

手続の種類/
内容の標準化

システムで

申請を一元管理

蓄積データの

政策への活用

現状

①NACCS等に同一内容を入力

②調査票提出方法/様式が多岐に渡り、管理が困難

③調査票の確認や、集計作業・チェックが非常に手間

連携

対応策（バースウィンドウ）

申請作業補助
機能の提供

集計・報告
・確認

報告者都道府県国

紙・FAX・メール
NACCS

課題①

課題②課題③課題

課
題

対応策

対応策

サイバーポート（港湾管理分野）の概要

ワンスオンリーの実現

入力支援による統計の正確性向上

チェック・

集計 自動化

様々な提出方法の
取込/一元管理

報告者

NACCS

一元管理・
エラーチェック

都道府県国

自動集計・
提出・確認

報告者

従来の
提出手段

画面入力

サイバーポート（調査・統計）
連携

• 手続の種類・様式・内容がバラバラ。
• 電子化の受け皿となれるシステムがない。

事前調整を可視化し、電子申請を加速

1※２全国輸出入コンテナ貨物流動調査等の一般統計も実装予定※１港湾調査の調査票情報については統計法32条の手続等が必要

実証対象 実証対象



©2023 Cyber Port Administrator

サイバーポート（港湾管理分野）の実証概要

• ４港において、 令和５年１～２月にNACCS機能改善及びサイバーポート（調査・統計）構築に係る実証を実施。
• 構築したシステムを参加者に利用していただき、作業時間調査、現地ヒアリング・アンケートを行った。

実証参加者

実証実施期間

実証内容

入出港関連手続の電子化
NACCS機能改善

調査・統計業務の電子化・効率化
サイバーポート（調査・統計）構築

港湾管理者：4者
新潟港・御前崎港・和歌山下津港・広島港

事業者：14者
船舶代理店、港湾運送事業、船舶運航会社等

港湾管理者：4者
新潟港・御前崎港・和歌山下津港・広島港

事業者：49者
船舶代理店、港湾運送事業、船舶運航会社等

令和5年1月16日～令和5年2月17日
令和5年1月5日～令和5年2月28日

（調査対象：令和5年1月分甲種港湾調査）

事業者
バース利用状況の確認

新規申請・訂正、申請一覧の照会

港湾管理者
バース利用状況の確認

申請確認・許可

事業者
調査票作成（画面入力、NACCSデータ連携、

独自帳票の変換）・提出、疑義照会

港湾管理者
調査票確認・取込（各種様式、AI-OCR）・

作成（画面入力）、疑義照会、集計表作成・提出

項目

参加者との調整

• ４港の全事業者（報告義務者）に対して実証の
協力依頼を実施

• 実証参加者に対して、現状業務とシステム導入
後業務の作業時間調査及び現地ヒアリング・
アンケートを実施

• 港湾管理者に対象バースを選定いただき、
当該バースを利用する事業者に対して、
実証の協力依頼を実施

• 実証参加者に対して、現状業務とシステム
導入後業務それぞれの作業時間調査及び
現地ヒアリング・アンケートを実施

データ連携
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NACCS機能改善（バースウィンドウ機能等）の効果

一目でバース利用状況
が確認でき、空きバー
スが把握できるので使
用しやすいと感じた。

バースウィンドウから過
去の係留申請情報を流
用できるのは便利であ
る。

参加者の声

69% 75%
62%

92%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

B社 C社A社 D社

31%減 25%減 38%減

• NACCS機能改善により、事業者、港湾管理者共に入出港関連手続の業務効率化の効果が確認された。

1申請当たりの総作業時間最大38%の削減を実現

8%減

民間事業者の総作業時間の変化（1申請当たり）

事業者の業務効率化 港湾管理者の業務効率化

23%

46%

15%

15%

そう思わない
そう思う

どちらかといえば

そう思う
どちらかと

いえばそう思わない

バースウィンドウを
他事業者に勧めたいか

n=13

68%

94%

63%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

C港A港 B港

1申請当たりの総作業時間最大37%の削減を実現

32%減 6%減 37%減

対象バースに申請があった港湾管理者の総作業時間の変化（1申請当たり）

そう思う

どちらか

といえばそう思う

バースウィンドウは
わかりやすかったか

n=5

40%

60%

参加者の声

バースウィンドウ機能は、従
来の紙での管理方法と比較
してバースの利用状況が確
認しやすいので便利である。
DWTが超過したか否かを
チェックするアラート機能が
申請内容確認時に活用でき
た。
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33%

55%

12%

サイバーポート（調査・統計）の導入効果

事業者の業務効率化 港湾管理者の業務効率化

NACCSデータ連携を使
用することで、手入力が
不要となり報告の抜け漏
れを防ぐこともできた。

調査票の郵送にかかる
手間や費用が不要になる
ことに加え、印刷した資料
の保管スペースも不要に
なった。

• 事業者、港湾管理者の双方で作業時間削減や書類削減の効果が確認された。

64%
70% 60%

47%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

D社A社 B社 C社

紙
（甲種港湾調査票）

電子
（共通集計システム）

53%減40%減30%減

NACCS
連携

直接
入力 直接

入力 直接
入力

現状
(報告方法)

実証中
(使用機能)

凡例

システムは操作しやすいか

調査票作成時間が最大約53％削減

効果が確認された事業者におけるシステム導入前後の
調査票作成時間の変化（甲種港湾調査票1行あたり）

n=42

36%減

参加者の声 参加者の声

そう思う

どちらかと

いえばそう思う

どちらかといえば

そう思わない

58%

84%

22%

52%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

港湾統計とりまとめ作業時間を約36%削減

調査票作成

（代行）・取込

調査票チェック

疑義照会
集計表作成

チェック

42%減 16%減 78%減 48%減

集計表提出

港湾管理者における作業時間削減の例（甲種港湾調査票1行あたり）

350分 80分 21分120分

現状

実証中

凡例

現状の
作業時間

システムは操作しやすいか

50%50%

そう思う

どちらかといえば

そう思う
n=4

報告者が調査票を作成す
る際に選択入力できるた
め、記入間違いのミスが削
減された。

コードについても自動入力
されるため、従前実施して
いたコード付番が不要とな
り、負荷が軽減された。

合計※で
36％減

※グラフに記載し
ていない作業
時間を含む
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サイバーポート（港湾管理分野）のスケジュール

5

入出港
関連手続
電子化

NACCS

機能改善

その他港湾
管理者手続
電子化・標準化

サイバーポート
（手続）
構築※１

・・・ R4年度 R5年度 ・・・

・・・ 4-6 7-9 10-12 1-3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 ・・・

調査・統計業務
電子化・効率化

サイバーポート
（調査・統計）
構築※２

本格運用・機能改善

システム改善

設計・開発・テスト

実
証

実証準備

本格運用・機能改善

システム改修

システム導入意思確認
導入準備

意見
確認

システム改善

導入意思確認、
導入準備

本格運用・
機能改善

要
件
定
義

機能検討
設計・開発
・テスト

▼利用者テスト

試
験
運
用

データ収集

▼独自システム連携説明会

▼導入意思確認説明会

▼操作説明会

設計・開発・テスト

実
証

実証準備

データ収集
試
験
運
用

▼操作説明会

▼導入意思確認説明会

データ収集

▼操作説明会

▼独自システム連携説明会

※１今後変更の可能性あり ※２港湾調査の甲種港湾を対象。乙種港湾は令和７年１月に運用開始予定

• NACCS機能改善やサイバーポート（調査・統計）については、令和４年度に実証を実施。

• サイバーポート（手続）については、令和４年度末から５年度初旬にかけて、関係者への意見確認を実施。
• これらも踏まえ、システムの改善を進め、令和５年度末までの本格稼働を目指す。


